
第 1号 様式 (第11条、第13条、第11条関係)

事 業 者 排 出 量 削 減 計 画 書 (C D変 更)

:と 1該
Ⅲ
Ⅲする□には、 レ円Jを:せ人して くだ さい。特 I L事業吉以外で 白 ! :参加〕される事 推存の r Jは レ 日Jのi亡入は不要です。

2「 基準年度Jと は討ドH用|‖対の前年度を  千 1 1 1僚年度と とは; 1出期間の最終年,生をいいます。

3「 事 k所 ■排 | |に分」 とは京都r i t t  l l t t k  ⅢF手の事 驚活動のためのエネサ|ギーのl l  l打に1 1い発
' J :す

るヤh i生効, tガスを  '輸 送 Ⅲ Ⅲl排|‖に分!と は '動 叫!荘送事 葉者に

ついては使用の本拠の十f t門を京r 7 8昨「杓とする“"うの4 1 1 1 1 1するl E生効娯ガスを ' k道 事 准者については1‖れする!そ物 ⅢⅢⅢ文は旅“ Ⅲ向の排出する‖1土ようl tガスを  「 そ
の他排| | | | (分 と は ' iせナス外の京れ1的山における学 k r好手の事 葉l T動にけい子と

' |す
る】R生均舛!方 スをいいます。

4「 原 子1立
Ⅲ
lた 1〕の流R生効殊[ガス排l t i  i t i ' Jの「l i生に分Jに は  1 :  i料  車 l F所な どの|‖i上をだ ′、してくだ さいc  .明〔中1立の常い」には 分 rい 「 1肢化|★ネr z l

鼻 Jの 下に分けとなる析標 ( l i l F欺l t  l r＼は由F f岳 走 行M i離格)を 1 1人して くだ さい.

5  ~朴 :せ事l l i」には r`成 2年 度 ( 1 9 9 0イ t l主)を 'たキ とした排 |ド1をの よl比や件エ ネ製 | | ,料允な と他 ヤのi i l生効力1ガスコ| | | 1削Ⅲlへt l  f i t t R  ダ'一 ,測 iとの採 |‖ 特 , [

フロンな どの条例持iウせタトの市1生効身とガスの尚JⅢlなどをiせ大して くだ さい。

1 王P イ ( 法人にあっ

ては、 l i たる事務| イ

σう,llイにすし)
東京都港区港南 1-9-I 品 川T VヽINSア ネックスビル

氏 名 (法人にあっ
ては、名称及び代表
子の氏名)

エ ヌ ア イ ティ コムウェア株式会社 代 表取締役社長 杉 本 迪 雄

事業者の主たる
業種 情報通信サービス業

該当する事業者
要件

ヤ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第1 0条第1号該当事業者 (大規模エネルギー使用事業者 (原油に換算して1 5 0 0キロ
'リットサレ以_ヒ))

京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又はバス100台以
上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第 4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事業者 (二酸化炭
素に換算して300 0トン以上))

Ｆ

　

ｒ

計 画 期 暗 平成  20年 4月 ～ 平 成  2 3  年 3月

基 本 方 9
平成 19年 度を基準に、エネルギー消費効率の運用改善 (買R明器具 空調設備)、 C02排 出量の削減を目指す。

ltE 進 体  制 社長を対策事業最高貢1■者とし、エネルキー官埋士,対 策推進貢仕者,推 進員の体行1を設置し、エネルキー管理士指導の

下、実施計画策定,目 標に向けた進捗管理を行う。

環境マネジメン トシステム名称 I S 0 1 4 0 0 1

適用範囲

取得年月日 平成 1ど4年 取得

年度ごとの具体
的な取組及び措
置の計画

年 度 設 偏 、 対 象 、 工 程 等 計  |」  「 司 容

2 ( 行エネ"照 |)1器ナ【吏改 行エネ中!PHI明器'tを導入し、照1明消費電力の削減を解1る。 (16 624kド h仰1減)

中規模な,没lll更改 変更 換気ファンモーターの十可転数製御 (34 292k、 、ア1、尚」減)

人焼快なlittll l変史 Ⅲ
l↓
効■午調機 IヽACSVを 導入 (141 493k、 、ア11肖ⅢⅢ☆)

温室効果ガスの

排出最等 排出区分

基準年度 (実績)

( 1 9 )年 度
( 1確化|【ネ投鼻)

目標年度 ( D f画)
( 2 2 )年 度

(と確化炭素投発,

増減イ
(計画)

A事 業所等排出区分 3291 t 3133 t 18 ち

B輸 送車両排出区分 t t

Cそ の他排出区分 t t

排出合計 3 , t 3 [
-1 8 %

目標設定の考え方 永本方傘|になつく、C(92

原単1立当たりの
温室効果ガス排
出量等

用途区分 原単位の指標 基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

京都2H't朱 ビル
二 暖 1ヒ灰 系 撰 昇 ( t )

専育延べ床面積 (ぶ)
000187 0 00485 -0 4

二酸化炭素換算

二酸化炭素換算

原単位の指標及び計画数値設定の考
え方

原単位の指標は、機械室 事務室の中布延べ床山十枚。
fl伸i数値設定は、今後当ビルのDC化 による需要lh i積の増加lを想定し、C0 2排 | | 1駐を算|| |。

その他の地球温
暖化対策による
温室効果ガスの

削減量等

対策等の区分
目標年度 (計画)

取組量等 ( 1茂 化炭系1央卑)

森林の保全及び整備 (提備山i積) (吹 J(11) t

府内産の木材の利用 利l l l転) ill ( 出J卜文戦) t

自然エネルギーを利用した電力又帽
熱の供給

(元電 批) kwh (ll減重) 〔

(熱供孫合枝) ( 削減 吐) t

グリー ン電力の購入 ( J f f l 人壮) kwh (的JⅢt吐) t

削減量等合計 t

差引排出量

(りF出合十11~尚」】1等 合fl)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 増減率 (計画)

1        3291 t R       3 1 3 3 t 48,)

地球温暖化対策
に資する社会貢
献活動

持 記  事  妊 機械室利サ|!【il向による使片J電力性の坤lj4 k死/1予定を含め算|||。
O今 後、システム誘致により機械室を3年間で351■ ilk  Rと電力Ⅲと(46 3 1  5千 kw h )を ri l山i
② 20年 度木にてシステム撤ムによる電カキt(5 0 1 0  4千 k、vh)と M「積 (4 9  0 1 l f )減予定


